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Report of the 1st Evaluation Committee of NILIM in FY 2002 
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概要 
 
 本資料は、平成１４年６月１３日に開催された「平成１４年度第１回国土技

術政策総合研究所研究評価委員会」における「平成１３年度の研究開発活動の

成果及び今後の方向の評価」についての評価結果等をとりまとめたものである。 
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Synopsis 
 

This report summarizes the“Evaluation of the results of research and 
development activities in FY 2001 and the course in the future”from the 1st 
meeting of the Evaluation Committee of NILIM in FY 2002 held on June 
13,2002. 
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はじめに 
 
国土技術政策総合研究所（国総研）は、平成１３年４月に設立され、同年７月に国総研

としての研究を進める上での取り組むべき政策課題を明らかにするとともに、目標を達成

するための研究の進め方を示すことを目的として、国土技術政策総合研究所研究方針を策

定し、その方針に従い、プロジェクト研究を重点的に取り組む等研究開発活動を推進して

きた。 
今般、平成１３年度における研究開発活動の成果と今後の方向についての外部評価を行

うこととし、本報告書は、そのために開催された平成１４年度第 1回国土技術政策総合研
究所研究評価委員会における評価結果とそれらに対する国総研の対応についてとりまとめ

たものである。なお、本報告書は「第１章 評価の方法等」、「第２章 評価の結果」、「第

３章 評価の結果に対する対応」の３章からなっているが、このうち、報告書の中心をな

す「第２章 評価の結果」は国土技術政策総合研究所研究評価委員会によって作成された

もので、その他の章は、国土技術政策総合研究所がとりまとめたものである。 
 
 

国土技術政策総合研究所研究評価委員会 
国土交通省国土技術政策総合研究所 
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第１章 評価の方法等 
 
１ 評価の対象 

今回の研究評価委員会の評価は、「平成１３年度の研究開発活動の成果及び今後の方向」

を対象とした。 

 

２ 評価の方法 

国土技術政策総合研究所研究方針のもとに進めてきた研究開発活動の主な成果及びその

施策への反映並びに今後の研究開発活動の方向（資料１参照）についての説明後、委員長

及び各委員から主として以下の評価の視点からの意見及び評価を受けた。これらの意見及

び評価に基づき、委員長の責任において最終的な評価結果が取りまとめられた。 

 

＜評価の視点＞ 

研究方針の目標が達成されるために、 

○必要な研究開発活動が行われたか （必要性） 

○研究開発活動が効率的に行われたか （効率性） 

○研究開発活動の成果が、有効に活用されているか （有効性） 

その他、 

○研究開発活動の今後の方向が、最近の社会情勢等を踏まえたものとなっているか 

○自己点検結果を含め、国民に対して十分な説明責任を果たしているか 

 

３ 評価結果の公表 

評価結果は、議事要旨（資料２参照）とともに公表することとした。 

 



  

第２章 評価の結果 

 
本評価結果は、平成 14年度第１回国土技術政策総合研究所研究評価委員会における審議
に基づきとりまとめたものである。 

平成 14年７月 29日 
国土技術政策総合研究所研究評価委員会 

委員長 虫明功臣 
【総合評価】 

 

研究開発活動については、平成 13 年度において、国総研研究方針が策定され、同方針

に沿った 14 のプロジェクト研究が着実に始動、推進され、多くの研究論文の発表等の成

果が得られており、努力が認められる。 

 

研究開発活動の成果として、施策への反映という「国総研らしさ」が明確に示された。

法的規制につながったシックハウス対策、国際的な潮流や多様化するニーズを踏まえた橋

梁、河道計画等の技術基準の改訂、さらには、現場における諸問題へのアドバイスによる

問題解決等、様々な形で社会に貢献し、国総研の役割として評価できる。 

 

研究者の育成については、研究者の顔が見える研究活動を進め、国際的にも通用する

研究者を育てることが必要である。そのためには、研究者が研究に専念できる環境整備を

より一層進めるとともに、留学機会の確保も重要である。 

 

情報発信については、その目的・対象に応じて、内容のわかりやすさに一層配慮し、

加えてそれらを効果的・効率的に推進するためのサポート体制を整備する必要がある。 

 

また、今後の方向については、時代状況や社会ニーズに対応した現在の研究方針のも

とに、研究開発活動を推し進めることが適当であると考える。なお、研究課題の選定に当

たっては、国総研が取り組むべき技術政策の領域や研究の視点について常に意識するとと

もに、適時適格な研究成果が得られるよう間口を広げすぎることなく、焦点を絞ることも

大切である。 

 

以下に列挙する各委員からの指摘事項も参考に、国総研の使命を果たしてゆくことを

期待したい。 

 

【委員からの指摘事項】 

（研究課題の設定とその進め方） 

・取り上げた大きなテーマは社会的にも世界的にも重要なものであるが、研究するにあ

たっては、どのようなコンポーネントにより構成されているのか、研究事項として何

がポイントになるのかという整理が必要である。 
・課題を総覧すると、大きなテーマへの指向性が目につくが、大きなテーマも小さな要

素の積み重ねであることに注意を向けられたい。 



  

・国総研のミッションから想起される研究テーマは無限にあると思われるが、その中で

やらないことを明確にすることも重要である。 
・国際社会への対応については、国際的にリードするという立場を認識しつつ、グロー

バルスタンダードが適用できないような、特にアジア地域に注目した問題についての

検討があってもよい。 
・東京湾プロジェクトを進めるにあたっては、ＮＰＯの参画等広く意見を組み込める

よう配慮するべきである。 
・事業の建設費、工期を半分にするような技術革新の方策や、それらをコンペにかけ

るといった仕組みについてもテーマとして検討してほしい。 
・シックハウス対策に関する施策の反映等世界的にも先進的な事例については、海外

へ積極的に発信していくとともに、環境スタンダードを日本からつくっていくよう

な意識を持たれたい。 

・日本のスタンダード、特許等の知的ノウハウを蓄積していく戦略が必要である。 

 

（研究活動成果の評価と発信） 

・研究者が、現地でアドバイスし、問題が解決された事例についても、国総研の重要な

使命であり、成果として強くアピールしてよいのではないか。 
・多くの研究論文を発表しているので、その発信をサポートすることが大切である。

また、広報活動が円滑に進められるような体制を整備することも必要である。 

 

（情報の発信） 

・学校等の教育現場でも活用されるような情報発信についても検討されたい。 
・アニュアルレポートについては、国土交通省のネットワークを活用して、人の目につ

くところへ配布すると効果的である。 
・国土交通行政の広報という観点も含め、ＰＩ等広報のための技術習得やその方法論

の開発についても検討されたい。 
・子供向けホームページも有意義な活動であるので進められたい。 
・国民各層に理解され、特に子供の理科離れ対応や総合学習での活用といった観点か

ら、漫画的な表現等の工夫も必要である。 
・発表論文リスト等、年度毎の研究開発活動成果を記録した年報も重要であるので、そ

の他の刊行物との使い分けを考慮しつつ、いいのものを作ってほしい。 

・広報等にあたっては、外部のノウハウやマンパワーを活用することが重要である。 
 

（研究者像と育成） 

・国総研の研究者像のようなものをはっきりとさせることが重要である。 

・学位取得者をもう少し増やしたい。その機会としての留学機会の確保が重要である。 
・国総研の研究者の活動が中高生のロールモデルとなるような配慮がほしい。 

・研究者の時間配分がどのようになっているのかについても考慮しつつ、研究者が研

究に専念できるように（情報発信やその他の周辺業務に忙殺されぬよう）配慮された

い。 



  

第３章 評価の結果に対する対応 
 
評価の結果は、今後の研究開発活動等に適切に反映し、次年度の評価において、それら

の反映状況を報告する。 
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